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市民ネットワークは

市民ネットワーク千葉県

住所／ 260-0013　千葉県千葉市中央区中央 4-10-11 アイビル６F

電話／ 043-201-1051

FAX ／ 043-223-6651

URL ／ http://www.ken-net.gr.jp
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さくら・市民ネットワーク
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いちはら市民ネットワーク

きさらづ市民ネットワーク

市民ネットワークちば

市民ネットワークみはま

市民ネットワークわかば

市民ネットワーク中央

市民ネットワークいなげ

市民ネットワーク花見川

市民ネットワークみどり

☎043-201-2551

☎043-278-5005

☎043-284-2339

☎043-201-2551

☎043-201-2551

☎043-201-2551

☎043-201-2551

☎04-7123-6981

☎04-7166-6648

☎047-426-8321

☎043-462-0618

☎043-304-3823

☎0436-21-1907

☎0438-36-0677

35年前に生協活動から始まりました。石けん運動、ゴミ問題などに取り組む女性たちが、

市民自治の実現を目指し仲間を議会に送り出してきました。議員の報酬の一部を市民

ネットの活動に充てています。企業・団体からお金をもらっていないため、しがらみ

のない立場で発言し、公平公正な社会の実現を目指します。

政策づくりは市民の手で

議員交代制

選挙はカンパとボランティアで

議員報酬は市民の活動費に

を大切にしている地域政党です

市民参加・情報公開・平和市民参加・情報公開・平和
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１.「防衛費＝軍事費」の制限のない拡大に反対します

２.千葉県にも世界のどこにもオスプレイはいりません

３.自衛隊と米軍の一体化に反対します
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住み慣れた地域で暮らし続けるために

子どもたちが輝く地域に

まちづくり・防災

持続可能な環境を

女性と人権

地域から平和をつくる

１.脱原発　再生可能エネルギーの普及を進めます

２.石炭火力発電所はいりません

３.残土・産廃・再生土

09-10

11-12
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03-04

１.まちづくり

２.首都圏唯一の原発「東海第二原発」の 再稼働に反対します

３．避難所の改善を求めます

１.意思決定の場にもっと女性を

２. ＤＶを許さない

３．女性ひとり親家庭の貧困対策を

４．セクハラもパワハラもなくしたい！

１.子育て支援  保育の質と量の向上をすすめます

２.児童虐待　親の孤立を防ぎ、子どもは社会全体で守ります

３.子どもの貧困　すべての子どもが安心して学び生活できるよう

    教育と福祉の連携をすすめます

４.教育環境の改善　全国最低レベルの教育予算を引き上げます

５.道徳教育の問題点を提起していきます

１.地域包括ケアシステムを進め　医療と介護の連携を充実させます

２.介護保険利用者の立場に立った見直しを求めます

３．国民健康保険料の引き上げを防ぎます

　2019年の統一地方選挙に臨み、市民ネットワーク

千葉県の政策集を作成しました。

　福祉、教育、子育て支援、地域包括ケアシステム

の推進、防災・減災対策、環境施策、まちづくり、

女性支援施策、平和憲法の堅持など、日ごろから地

域の皆様と情報共有しながら取り組んできた事柄ば

かりですが、私たちの今後の指針でもあります。

　昨今の自然災害の激甚化、地域で顕在化してきた

貧困問題、若者・女性の厳しい労働環境、空き家の

増加等への対応、福島からの県内避難者への支援、

脱原発活動、安倍改憲阻止等々、取り組むべき課題

がますます増えています。

　市民ネットワーク千葉県は、地域政党としてあく

まで地域に軸足を置きつつ、今後も真摯に皆様の声

を県政・市政に届けてまいります。

　ご一読いただき、ご支援、御意見いただければ幸

いです。

　　 市民ネットワーク千葉県   県議 山本 友子

　　　　　　　　　　　    共同代表 松井 かよ子

　　　　　　　　　　　　　　　　   桑田 尚子
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　千葉県は、今後 10 年間で後期高齢者人口の増加率は全国1 位。
在宅医療のニーズはますます増える一方ですが、訪問診療機関の
不足が深刻です。
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訪問診療、訪問看護の充実に力を入れます。

軽度給付の縮小・削減に反対します。

　市から県に移行しても保険料（税）は市町村の裁量で決めることができます。
　国からの補助が減らされ、保険料（税）の引き上げを防ぐためには、一般会計
からの繰り入れ（法定外繰り入れ）が不可欠です。
　厚労省は法定外繰り上げの解消を市町村に迫っていますが、住民の健康を
守るためには、それに屈しないことが重要です。

市民ネットワークのある市の国民健康保険料（税）の増減 ( 所得割は記載せず ( 円））認知症になっても困らない見守りや、
支え合いの仕組みを広げます。

切れ目ない支援を行うため病院、
在宅医、ケアマネージャー等の
多職種間の連携を進めます。

 市町村

千葉市

船橋市

木更津市

野田市

佐倉市

柏市

市原市

四街道市
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１.地域包括ケアシステムを進め　
   医療と介護の連携を充実させます

２.介護保険利用者の立場に立った
    　　　　　　　　　　見直しを求めます

３.国民健康保険料の引き上げを防ぎます

保険料、利用料は高齢者の生活を直撃します。
減免制度の創設と拡充を求めます。

子宮頸がん（HPV）ワクチン被害者支援

　接種開始から７年。副作用被害は深刻です。約340万人接種し、副反応被害

3,000件以上、重篤は1,784 件。しかし救済はわずか 295 件です。

　2016年、国や製薬会社に対し被害救済を求めて全国で一斉提訴。市民ネッ

トワークは引続き救済活動と、情報提供をしていきます。
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数

　2018年施行の「介護保険法改正」により、収入によりサービス利用料が3 割
負担まで、負担上限も 44，400 円まで引き上げられました。また介護療養病床
の全廃計画に対応して「介護医療院」が新設されました。「自立支援・重度化
防止」がより強化されてもいます。法改正により、本当に必要なサービスが
適正に受けられているのか検証が必要です。

2018～ 2020 年度 介護保険料基準月額
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　2015年 4月から「子ども・子育て支援新制度」が始まり、 子ども

を受け入れる枠を市町村の裁量で拡大しました。しかし、待機児

童解消どころか、さらに待機児童がふえた自治体もあります。

子
ど
も
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が
輝
く
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に

　児童虐待件数は年々増えています。背景には ＤＶや貧困、孤立

した子育てなどがあります。親を支え、困難を抱える子供たちを

社会的に守り育てる仕組みづくりを進めます。

　小・中・高で「道徳」が正式の教科となります。戦前の教育勅

語のように国が子どもたちに規範を押しつける道徳教育であって

はなりません。日本国憲法に基づき、基本的人権、自由が尊重さ

れる教育をすすめるよう、道徳の教科化を注視していきます。

保育の「質と量」両面での充実をめざし、
第三者評価の導入で保育環境を改善します。

学童保育の過密化を防ぎ、環境改善に取り組みます。

放課後デイサービスは、県のチェック体制を強め、
事業者の自己評価や保護者による評価の実施と
公表を求めます。

児童相談所における専門職員の増員を計画通り
（5年間で 210 人増）進めるよう求めます。

スクールソーシャルワーカーを全市町村に配置し、ネットワークづくりを
すすめます。

子
ど
も
た
ち
が
輝
く
地
域
に

　スクールソーシャルワーカー とは、子

どもの家庭環境による問題に対応するた

め、学校や家庭、児童相談所等の関係機

関をつなぐ福祉の専門家です。国は、

2019年度にすべての中学校区に配置する

目標を立てていますが、千葉県は全国で

最も配置が遅れています。
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小・中・高在校生一人当たりの教育予算 (２０１４)

１. 子育て支援

    保育の質と量の向上をすすめます

２.児童虐待　
    親の孤立を防ぎ、
    子どもは社会全体で守ります

３. 子どもの貧困　
    すべての子どもが安心して学び生活できるよう
    教育と福祉の連携をすすめます　

４.教育環境の改善

５.道徳教育の問題点を提起していきます

全国最低レベルの教育予算を引き上げます

老朽化した学校設備改修を進めます。

正規雇用の教員を増やします。

定時制高校の給食を復活させます。

公立夜間中学の設立をめざします。

各施設での家庭生活支援相談員の配置拡充を求めます。

政
策
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ま
ち
づ
く
り
・
防
災甲状腺がんを予防するために、千葉県に

安定ヨウ素剤の備蓄と配布計画を求めます。

　首都圏唯一の原発「東海

第二原発（出力110万キロ

ワット）」の再稼働が認可

されました。

・30キロ圏に通勤者も含め

れば 100万人以上が生活し

ています。

スフィア基準

　①床にざこ寝ではなく、段ボールベッド等を用意する。一人あたりのスペースは
　　最低 3.5 ㎡（畳２枚分）を確保。
　②女性のトイレは男性トイレの 3倍設置。（20 人に１基）
　③1時間に 1,000 食の配食可能なキッチンカー。　

主な例

資料 /常総生協共同組合　2017.4.10. 生協広報 G　

　災害の後に身を寄せる避難所で命を落とした災害関連死が、熊本地震では

95 人（全体死者数の 45％）も発生していました。イタリアをはじめ世界では

避難所運営には「スフィア基準」と呼ばれる避難者の命と健康を守るための

世界基準があります。しかし日本では相変わらず避難所の環境は劣悪です。

災害避難所にスフィア基準の考え方を広めていきます。

３.避難所の改善を求めます

　一日一便もバスが通らない地域を交通空白地域といいます。

　また人口減少で公共交通（バス便）が、一日に数便という地域も

増えています。外出の足の便を失えば、陸の孤島となり、結局住み

慣れた家を離れざるを得なくなります。

バス便の復活、コミュニティバス、デマンドタクシー、
その他の送迎システム等、地域の実情にあわせて作り
上げていきます。

２.首都圏唯一の原発「東海第二原発」の
    再稼働に反対します

１.まちづくり

1 時間 1,000 食配食可能な
キッチンカー

目標 48時間
家族単位の
　　　　　　テント

　急速に高齢化の進む団地では「空き家」が目立ち、まちの活力

を奪っています。

ＮＰＯ活動、地域活動の拠点として
市民と協働して空き家の活用を進めます。

１．交通弱者対策

２．空き家対策

・すでに運転開始から40年が経過した「老朽原発」で、さらに20 年

間延長しようとしています。3.11 でこの原発も電源喪失しました。

以内

政
策
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目標12時間以内



　福島第一原発の大事故から 7 年が過ぎ、

いまだ事故は収束していません。今も県

内外で多くの被災者が不安定な避難生活

を送っています。

　世界の電力供給状況は「脱原発」に向

かっています。しかし、日本はまだ原発

にしがみついています。

持
続
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能
な
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続
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を

原発に依存しないエネルギー政策を国に求め続けます。

エネルギーの地産地消、再生可能エネルギーの普及を進めます。

　水銀・硫黄酸化物などの大気汚染物質や大量の CO2 を排出するだけでなく、

温排水による海の汚染、石炭灰の処理など多くの深刻な環境問題が指摘され

ています。

1. 脱原発・再生可能エネルギーの
   普及を進めます

３.残土・産廃・再生土

２.石炭火力発電所はいりません

時代に逆行する石炭火力発電所建設に反対します
 

１
．
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岸
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と
蘇
我
の
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あ
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こ
と
。

環境を破壊する巨大メガソーラー建設には反対します。

再生土とはリニア工事やトンネル工事等か

ら出てきた建設汚泥をセメント等で固化し

たものです。現在県内各地で崩落事故や水

の汚染等の問題を生じさせています。2018

年再生土に関する条例も制定されました

が、現場では課題が山積しています。

残土・産廃・再生土の不適切な埋立てを厳しく監視し、次世代に
豊かな自然を残します。

市原市大枠地先の再生土の大規模崩落現場 (11/６）。

道路上の土砂は除去したものの通行止めが続いている。

鴨川に 300ha（ゴルフ場 3個分、東京ドーム 64 個分）の自然を破壊する
メガソーラー計画があります。住民が反対運動を行っています。

建設計画予定地

政
策
４

　千葉県は太陽光、風力、バイオマス、小水力等「再生可能エネル

ギー」の大きな可能性を有しています。私たち市民ネットワークは、

「脱原発」「再生可能エネルギーの普及」「エネルギーの地産地消」

を今後もめざして活動していきます。

石炭ガス化複合発電 (IGCC) の使用電力量あたりの CO2 排出量は、約 700g-CO2/kWh 程度。

２
．
燃
料
に
よ
る

   

二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
の
差

過去の不法投棄廃棄物の除去を求めていきます。

電源別ＣＯ２排出量
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権

自治体の審議会委員や管理職の女性を増やします。

千葉県の男女共同参画の状況

　

各市

各町村

16.2

8.9　

県議会での女性議員の割合　 9.8

審議会などでの女性委員の割合  30.5

女性管理職の割合               

男性職員の育児休業取得率　 4.8

1.意思決定の場にもっと女性を

女
性
と
人
権

　日本の男女間の格差を示すジェンダーギャップ指数は、毎年順

位を下げ続け 144 カ国中 114 位です。

女性議員を増やします。

男性の育児休業取得を進めます。

２.ＤＶを許さない

　千葉県では年間 5000 件以上の ＤＶ被害の相談があります。

　若い世代から ＤＶ の知識を広めることで、ＤＶを許さない社会

をめざします。

　被害者支援で大きな役割を担っている民間団体と「配偶者暴力

相談支援センター」との連携、協力を進めます。

高校生のデート ＤＶの実態を調査します。
　　　　　　　　　   ※デートＤＶ：交際中のカップルに起こる DV

ＤＶ被害者支援をしている民間団体への経済的支援を
拡充します。

0 20 40 60 80 100％

就労状況

81.8 ％　就業

0 20 40 60 80 100％

正規の職員 ・ 従業員 44.2 ％ パート・アルバイト等 43.8 ％

児童のいる世帯の平均所得の 49.2％
児童のいる世帯の平均収入

母子家庭の平均年間収入
２４３万円

0 20 40 60 80 100％

母子世帯の預貯金額 50 万円未満　 39.7 ％

現在も受けている 24.3 ％離婚した父親からの
養育費の受給状況

2017 年厚労省発表資料から

県や市のひとり親支援施策を進めます。

４.セクハラもパワハラもなくしたい！

　県や市町村の行政組織でもセクハラやパワハラは起きています。県庁に相

談窓口はあっても、職場の環境改善にはいたっていません。

相談者の人権を守り、職場環境を改善するために、相談しやすい窓口を
外部につくります。

（％）

県内市町村議会で女性議員の
割合 （平均値％）

３．女性ひとり親家庭の貧困対策を

幹部職員を対象に、さらに研修を行います。

　一般に他国では母子世帯は無業者である場合が多いのです

が、日本では終日働いても、低収入しか得られない世帯が大

半を占めています。

　ひとり親家庭の貧困が子どもの貧困にもつながっています。

女性ひとり親家庭の就労状況

28.3※

※主査、 係長以上
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　第二次安倍政権成立以来、それまで減額されてきた防衛予算は

一貫して右肩上がり。毎年「過去最大規模」を重ねています。その

一方で社会保障、教育、医療の予算は強引に圧縮させられています。

　アメリカの言いなりで戦闘機やイージス・アショアなど不要な

高額兵器を「爆買い」することは認められません。。
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　米海兵隊のオスプレイ定期

整備拠点である陸上自衛隊木

更津基地には、陸自が 3600億

円も費やして購入するオスプ

レイの暫定配備先となる予定

です。オスプレイは世界中で

墜落大破など事故を繰り返し

ています。

　

　千葉県内には陸上自衛隊の部隊が多数駐屯しています。そのうちの一つ習

志野基地では2年連続で空挺団の「降下訓練始め」に米兵が公然と参加してい

ます。こんなことは日本中どこでも行われていません。

　私たち市民ネットワークは、日米の軍事一体化、自衛隊の「軍隊化」にずっ

と抗議をしてきました。

1.「防衛費＝軍事費」の
   制限のない拡大に反対します

２．千葉県にも世界のどこにも
　　オスプレイはいりません

３．自衛隊と米軍の一体化に反対します

防衛関係費　予算総額の推移

※2019年度は 「SACO ・ 再編 ・政府専用機」 は含まず。

千葉はもちろん、どこの空にもオスプレイはいりません。自民党政権下でも軍事費は
年々削減されてきました

第二次安倍政権発足より
軍事費は天井知らずに増加

安倍首相が目論む「9条改憲」と一体の
米軍との共同訓練に反対します

貴重な税金は国民生活のために優先的に使うよう求めます。

イージスアショア　2 基で 6000 億円超　 　戦闘機 F35A ・ B　計１００機追加　1 兆円

沖縄県民の民意を無視した辺野古新基地の建設、
本島と南西諸島への自衛隊強化に反対します。
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